


第３次ビジョンは、企業の意識改革や行動の芽を生み出すという点で一定の成果を
挙げた一方で、取組の継続性や横展開、地域全体としての変化を実感できる段階には
至っていない。経営計画策定率の低さ、施策間の連動の弱さ、新事業の事業化・拡大、
人財循環の仕組みが未成熟といった問題が明確になったこと自体が、第３次ビジョン
の重要な到達点である。

第４次ビジョンの実現を担う主体は工業分野に関係する企業を想定する。

民間企業を起点とする経済活動は、多様な主体（機関）の合意形成と協働で
成り立っている。

自助（企業）を起点に回り始める自助・共助・公助の産業成長メカニズム
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【このスローガンに込めた想い】
挑戦する企業や人（自助）が多い地域には、自然と活気と面白さが生まれる。
そこには人が集まり、新たな出会いや学びが生まれ、さらに次の挑戦を後押しする
好循環が形成される。その循環を、業界や地域の連携（共助）が支え、行政が制度
や環境整備を通じて後押し（公助）することで、挑戦は一過性のものではなく、
地域に根付いた成長へとつながっていく。
こうした考え方を表現する言葉として、本スローガンを掲げる。

〔将来像〕

 自社の経営計画が策定されている

 利益をあげるための基盤が確立されている

 自社分析が適切になされており、明確な方向性が
示されている

 現場改善やDX化が進み、効率化が図られている
 経営を担う人財の育成ができている

 自動化・省人化が進んでいる

戦略の柱Ａ

〔将来像〕
 成長領域に関する調査を基に新規事業分野への
進出が出来ている

 技術の習得や既存技術による展開分野の拡大が
できている

 実証フィールドとして新技術やサービスが集まっている

 新たな取組に対し十分な資金調達ができる

 既存品の新たな魅力創出PRができる
 地域内外の企業間連携が促進されている

〔将来像〕

 事業運営に必要な人財が安定的に確保されている

 企業の魅力が明確化され、社会に周知されている

 多様な人財が地域や組織で活躍している

 体系的な人財育成のスキームが確立されている

 地域や組織を担うリーダーが育成されている

〔将来像〕

 事業拡大に向けた用地確保がされている

 津波等の災害に対して、BCP（事業継続計画）に
応じた用地確保がされている

 道路・物流網と連携したインフラ整備がされている

戦略の柱Ｃ

戦略の柱Ｂ 戦略の柱Ｄ
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各主体の取組み視点（例）アクションプラン

［自］社内一丸で自社経営目標に向かう仕組み作りと実践
［共］経営計画策定に対する関係機関による支援
［公］経営計画策定や生産性向上支援（現場改善/人財育成支援）

経営計画×現場改善の一体推進1

［自］経営知識やマネジメント力の向上と経営への実践
［共］経営者・後継者同士の交流や勉強会を通た知見共有
［公］経営人財育成研修等の参加支援

経営者・後継者育成2

［自］自社の業務課題を整理とデジタル技術の段階的活用
［共］企業同士が連携によるノウハウ共有や相談対応
［公］DX導入支援制度の整備等を通じた導入の後押し

DX/AXの段階的導入3

［自］共用DX基盤を活用した業務の効率化やデータ活用
［共］企業間でのデータ連携や共同利用ルールの構築
［公］共用DX基盤の構築・運用支援や実証事業の実施

共用DX基盤活用4

各主体の取組み視点（例）アクションプラン

［自］求人内容や働き方、求める人財像の明確化と積極的な情報発信
［共］関係機関の連携による求人情報の集約や情報共有
［公］人財情報を可視化する仕組みの構築・運用

人財循環の「見える化」1

［自］自社の魅力を向上と地域へ発信
［共］教育機関と産業界の連携による、継続的な学習・体験機会の創出
［公］産学連携事業やキャリア教育の支援

地域産業の魅力発信による
地元定着推進

2

［自］移住者・ＵＩＪターン者の受け入れ体制整備や職場環境づくり
［共］地域団体の連携による生活・就業面でのサポート
［公］移住支援制度や情報発信を通じた人財流入の取組

移住・ＵＩＪターン促進3

［自］多様な働き方の導入による、個々の能力を活かす環境整備
［共］関係機関が連携による、受け入れノウハウや事例の共有
［公］制度周知や相談体制整備を通じた環境づくりの支援

多様な人財が活躍できる
環境づくり

4

［自］従業員のキャリア形成の支援と教育・研修機会の提供
［共］教育機関と連携した、実践的な学びの場の提供
［公］人財育成施策や研修支援。

キャリア形成支援５

［自］学びを自社や地域活動に活かし、主体的に行動
［共］OB・現役の連携による相互研鑽と地域貢献
［公］育成塾の運営支援や活動の場づくりの支援

地域次世代リーダーの育成６
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各主体の取組み視点（例）アクションプラン

［自］新たな発想の積極的な事業化
［共］企業や支援機関が連携による、アイデア検討や実証
［公］事業化支援制度や実証フィールド提供

アイデア創出・事業化支援1

［自］交流機会への積極的な参加および連携模索
［共］交流イベントの企画・運営
［公］交流機会の創出、広域連携の支援

地域内外企業との交流・連携の強化2

［自］実証事業への参画と新技術導入の挑戦
［共］研究機関と企業の連携による実証の推進
［公］実証フィールド整備、調整支援

実証フィールド活用3

［自］先端分野への挑戦と技術習得
［共］産学官連携による情報共有や交流の促進
［公］参入支援や国際交流事業の推進

先端分野の裾野拡大4

［自］品質向上やブランド意識を持った事業展開
［共］共同PRや販路開拓
［公］ブランド形成支援や販路開拓支援事業の実施

ブランド・販路形成５

各主体の取組み視点（例）アクションプラン

［自］用地ニーズの明確化や情報提供
［共］関係機関の連携と用地情報の共有
［公］計画的な用地整備と誘致施策の推進

産業用地の計画的確保1

［自］計画的な土地活用の検討
［共］関係者間での情報共有
［公］制度整備や手続き支援

用地活用の円滑化2

［自］適正処理と有効活用への協力
［共］情報共有や共同活用
［公］受け入れ体制整備や制度運用

土場・残土への対応3

［自］インフラ活用を見据えた事業展開
［共］地域として必要な整備内容の共有
［公］関係機関との連携と計画的な整備

インフラの連動整備4
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第４次ビジョンの実効性を高めるため、取組の進捗を確認し改善につなげるＰＤＣＡ
サイクルを継続的に実施する。本ビジョンでは、戦略の柱ごとの分科会を中心に、
推進コンダクター、市の事務局による、民間主導・行政支援型の体制を構築し、官民
協働によりアクションプランの推進を図る。
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本ビジョンの毎年の評価については、進捗と成果を透明性をもって確認するため、
まず各分科会と事務局が評価・検討・改善を行い、その内容に対する有識者の
評価・意見を加え、最終的に市として評価した結果を公表する。

本ビジョンは、令和８年度からの１０年間を「導入期」「展開期」「完成期」の
３段階に区分し、取組を段階的に推進する。各分科会において毎年アクションプラン
の取組状況を振り返り評価するとともに、各期の節目で内容の見直しや全体評価を
行い、その結果を公表することで、環境変化に対応しながら継続的な改善を図る。
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